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3. 波照間島 

(1) 設置候補地 

太陽光発電の設置候補地を以下に示す。 

 

 
図７-29 候補地位置図 

 

 

図７-30 候補地周辺見取り図 
  

既設風力発電設備 
245kW×2基 

波照間電業所 

太陽光候補地 
1,500kW 

候補地F 
26,500m2 
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(2) 候補地の利用規制 

農用地区域：PV候補地が該当。開発行為について許可が必要。 

自然公園区域：全域自然公園区域。候補地は普通区域に該当し、届出が必要。 

 

 【凡 例】 

 

 

図７-31 波照間島土地利用規制 
(出所：沖縄県地図情報システム) 

  

既設風力発電設備 
245kW×2基 

波照間電業所 

太陽光候補地 
1,500kW 
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(3) 太陽光発電 

太陽光発電設備規模は、1,500kW(DC1,800kW)で計画。結晶系Si、傾斜角 5°で配置確認済み。 
当該候補地の情報は以下の通りである。 

 
地 番：竹富町波照間4866-5、4866-6、4878-1など 13筆。（赤枠の通り） 
地 目：原野及び畑    地 積：26,500m2 
所有者：民間地主 2名 （地主 2名は売却又は借地の双方で了解済み） 

 

 

図７-32 候補地周辺見取り図 
 

 
図７-33 太陽光発電設備配置イメージ図 

  

候補地F 
26,500m2 
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用地状況：用地は概ね平坦。雑木あり。敷地境界は下図赤枠の通り。 

 

 
図７-34 現況写真 

 

その他の情報 

●確認状況 

本計画及び用地利用について H27.1.8 に竹富町同行にて、波照間島で住民説明会を実施し、

概ね了解を得た。 
 

●要望事項 

下図の付近に洞窟（地元名称：セイブイン）があり、文化財指定でないが、保存してほしい

との要望がある。現行配置計画はそれを考慮したものである。 

 

 
図７-35 洞窟位置 
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(4) 連系線路 

既設風力発電引込柱まで新設する計画とする。 

詳細仕様等は設置時に沖縄電力㈱との調整が必要。 
連系線路：550ｍ 
 

 
図７-36 連系線路ルート図 

 

 
図７-37 連系線路ルート図詳細 

  

PV予定地

既設WT

既設WT専用線 

既設WT 

蓄電池設備 

新設PV連系線 
PV候補地 
1500kW 

波照間空港 
(離隔800m) 
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(5) エネルギー変動対策 

蓄電池設備について、発電所隣地は農振地域のため除外が厳しいとの竹富町の回答があるため、

既設WT敷地内（下図参照）が最も有望と考えられる。 
今回計画は、離島電業所での導入実績が多く、産業用蓄電池として実績が長い鉛蓄電池を選択

した。但し、実際の設置の際に価格等条件が合う場合は、鉛蓄電池に限定しない場合もある。 
鉛蓄電池をコンテナに搭載し、増設等が容易は方法を選択した。鉛蓄電池のエネルギー密度及

び効率、充放電効率は他の蓄電池に比べ低いため、比較的多くの容量及び設置面積が必要である。

（つまり他の蓄電池は今回計画面積以下で設置可能である） 
 

   
図 ７-38 候補地周辺見取り図 

 

  
図 ７-39 蓄電池設備設置イメージ図 

  

蓄電池設備 

既設WT 新設PV連系線 

既設WT専用線 
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(6) 太陽光発電事業収支計画 

今回調査にて概略想定した条件にて太陽光発電事業に関わる収支計画を以下に示す。 
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